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社会主義工業企業の管理の万法111には，多種多様のものがあるが，それらは，管理の内容(ど

のような管理関係を表現するか) ，任務(どのような客観的法則を実現する手段であるのかん

活動の動機との関連 (l 、かなる動機を表現するのか) ，適用の形態(個人的，協議的，集団的形齢

にしたがってことなる。 121 いまそのうち主要なものとしてつぎのものを指摘することができる。 131

1.行政的管理方法(直接的万法)

2. 経済的管理方法(経済的利益にもとづく間接的方法)

3. 社会的・心理的管理方法(社会的・心理的・精神的利益にもとづく間接的万法)

4. 法的管理万法

5. 機動的・校術的管理方法

6. 社会的・政治的(教育的)管理方法

7. 組織的・指令的管理方法(1.とも関連)

それぞれの管理万法は，特殊n， [司有の現象形態，その適用範囲をもつのであるが，それらの

うちでとくに主要なものが，前 3 者である。その中で経済的万法が社会主義的民主主義の拡大化

とともに次第に重要nを増大しつつある。 141 それは，管理関係がまず第 1 I乙経済法則によって規

(1) r管理の万法とは，管理される客体にたいする管理の主体の作用様式である。J (Hay可H bIe OCHOBbI 

ynpaBneHHH CO~HanHCTH司eCKH賞 npOlI 8BO耳CTBOM. ITo瓦 pe瓦.耳. M. I¥pyKa. M., 8KoHoMHKa, 
1978, c. 117) 

(2) TaM me. c. 117-118. 

(3) なお，その『洋細な類別にかんしては， TeopHH ynpaBneHHH CO~Ha瓦IICTII司eCKHM npoH8BO瓦CTBOM.

ITo月 pe瓦. O. B. 1\08高OBO賞. M., 8KoHoMIIKa, 1979, c. 261 を参照せよ。

(41 r経済的管理方法は，社会主義経済運営のメカニズムの基礎にある。J (TaM me. c. 279) r現代の

特徴は，社会主義陣営の諸国における経済管理の原則とシステムの接近化にもとづく，社会主義的協

力の国の生産的・経済的複合体の水準における経済的管理方法のできるだけ可能な利用の拡大である。j

(TaM me. c. 280) 
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定されている乙とによる。それらの管理万法は，国立してそれぞれ利用されるのではなく，総合

的に利用される。それらは，相圧に密接に関連しあっている。

管理方法は，管理目的とも関連している。 111前者は後者の実現を規定し，また後者は逆l乙前者

の適用の特殊性を条件づける。両者は，相 h:i乙 ~JL定しあう関係にある。管理万法は，また管理効

本にも影響を与える。その効本が有効性をもらうるのは，客観的な経済法WHこ合致した場合であ

る。「管理万法は，社会主義の客観的な経済法WJ ， それに照応する管理の合法WH'I: と原則の要求

の実際の実現の手段である。J 121 したがって，社会主義 L業企業の管理方法の基礎 l乙は，社会主義

の経済法WJ ， 管理法WJ ， 管理原WJがある。それらは，また相 fd乙密接に関連しあって L 情。

1 .管理方法と経済法則

社会主義工業企業の管理万法は，社会主義の経済法WH乙よって脱定される。その経済法WJi乙は，

つぎのものがある。それらは，政治経済学 (nonHTHQeCRaß 3ROHOMHß) において解明される。 131

(11 基本的経済法WJ

(21 J十画的均衡的発展の法WJ

(31 労働l乙応じた分配の法WJ

(41 労働生産性のたえまない上昇の法WJ

(51 実質賃金のたえまない上対の法1[IJ

(61 社会主義的長砧の法WJ

(71 時間節約の法WJ

(81 {I面的法WJ

(91 再生産の法Hリ

(10)生産手段の優先的発展の法川

社会主義工業企業における管理万法は，社会主義の存観的な経済法1[IJの要求に合致し，その要

求を実現することを必要としている。その要求に反し，その法1[IJ のl'H散を肌碍するものであって

はならない。社会主義の客観的な経済法1[IJの要求には，生産の増大，技術水準の ['.J'l. ， 勤労者の

物質的生活水準の向上，労働条件の改善などがある。管理の万法は，それらを実現する有効な手

段である。それは，具体的には，つぎの内作を実現する。

(1)計画目棋の達成，生産高の増大

(21 賃金，労働力，原材料のもっとも合理的な利用

(31 勤労者の創造的イニシアチブの発達

(11 TaM me. c. 255. 

(21 TaM me. 

(31 クロンロードによれば，社会主義の経済法WJ として，経済的運動法l!IJ (ぷ本的経済法l!Ij)， 1((践的生

産の局面の経済法則，分配・交換，消費の局面の法則，再生産の法Hリなどが指摘されて L 崎。それらに

は，数十個のものがある。(凡 A. KpOHpO瓦 3ßKOHhI no四TH'IeCKoß 8KOHOMHH COD;H゚ JIH8M゚ . 

0可epKH MeTOAOJIOrHH H TeopHH. M.，くMhIC凋b:> ， 1966, c. 335-524) 
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(41 生産の増大とその効J本の上昇にたいする勤労者の関心の増大

(51 労働生産'/1 1:の向上

(61 貨幣賃金のヒ昇

それらは，社会主義の経済法WJの具体的実現の形態である。基本的経済法則の内容は，計画の

遂行，生産高の増大，賃金の上昇となって現れ，また労働生産件の向上は，その法日IJの現象形態

でもある。したがって，経済的管理万法は I社会主義の経済法WJの意識的利用の形態の一つJ 111 

でもある。

2 .管理方法と管理法則

社会主義工業企業の管理方法は，たんに経済法WJのみならず，管理法則によっても規定されて

いる。この管理法wnこは，つぎのものがある。 121

(1) 生産管理の内作，目的，形態，万法が所有関係と所有形態l乙照応する法WJ

(21 ， jj'画的生産管理の優位的有効性の法WJ

(31 生産管理のシステムの統一の法則

(41 管理の主体と容体の相 f 1:関係の法!!IJ

(51 社会的生産管理のシステムにおける t"" 下の関連の内特と形態が，下部システム間の経済的

関係の川町 lこJl主ー止、する法!!IJ

(61 管理法!!IJの作用の統一の法WJ

(71 管理機能の変化の法!!IJ

(81 管理段|斬の縮小化の法!!IJ

(91 管理機能の集中化の法!!IJ

(1 0) 統制の汗及の法WJ

ここで管理段附の縮小化の法WJは，管理方法l乙 [1' (接;j0響を与える。それは，管理の合理化，そ

の繁縦性の除去，管E里効本の向 kと関連するものであって，企業組織における職場のない管理組

織，あるいはフィルマ冷却Ma) や合同 (o6'b e耳IIHeHlle) の場合に典型的 lこ現れる。管理段階

数の減少は，行政的管理方法における命令系統を簡素化し，より合理的な管理を可能ならしめる。

ネ i 会主義[業企業においては，それらの管理法!!IJ とともに，多くの管理原則jが作用している。

管理万法は，この管理原!!Inこよっても規定される。

3 .管理方法と管理原則

社会主義工業企業の管理万法を則定する管理原wn乙は，つぎのものがある。 131

111 TeopﾟH yrrpaB瓦eHßH COIJ;ßa耳目CTß司eCKßM rrpoßBBo凪CTBOM. M., 3KoHoMßKa, 1979, C. 279. 

121 Hay'1Hhle OCHOBhl yrrpaB江eHßH COIJ;ßa耳目CTß'1eCKßM rrpoßBBo~CTBOM.rrO瓦 pe月. 且. M. I¥pyKa. 

M. , 3KoHoMßKa, 1978, C. 30-37. 

131 TaM me. c. 38-45. ここでは，管理の基本的な原HlJ 6 個がノJ~ されている。それには，民主集中制，

政治と経済の統一，労働の物目的道徳的刺激，管理の科学't/l: が含まれてし、る。
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(1)民主集中制一一民主主義的中央集権制

(2) 政治的指導と経済的指導の統一一一政治と経済の統一

(3) 単独責任制

(4) 勤労者の経営管理・生産管理への集団的参加

(5) 労働の註と買に応じた分配

(6) 労働生産性の向上

(7) 生産効本の上昇

(8) 労働の節約(時間の節約)

(9) 節約制度

(10) 物質的関心と道徳的関心の結合

(11)社会的利益と集団的利益と例人的利益の結合

(12) 経済性

(l3)科学性

(14) 計画性

(15) 機動性

(16) 合議制

(1目賃金の上昇

(18) 生産の寺門化

(1 9) 生産の協業化

側生産の集中化

白1) 生産の結合化

(22) 生産の律動化

位3) 生産の電化

ロ4) 生産の機械化

目)生産の自動化

ロ6) 生産の非中断性

(27) 労働条件の改善

側部門別と地域別の管理の結合

仰)管理の形態と万法のたえまのない改善

(30) 遂行の統制と点検

(31)要員の選択と配iÎ'ï:

社会主義工業企業の管理万法と管理原WJ との聞には，相 Id乙作用しあう関係がある。管理方法

が管理原則を規定し，また逆l乙管理原WJが管理万法を刷定する。たとえば，民主集中制の管理原

則は，行政的(=命令的)管理万法や経済的管理万法をJ;j，!，定する。後者の利用は，また民主集中

制の原則に反作用を与え，中央集権制の強化や社会主義的民主主義の拡大をもたらす。
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4 .管理方法の変化を規定する要因

社会主義工業企業の管理万法は，固定したもの，変化しないものではない。それは，内的・外

的要因の作用によって変化する。その内的要因には，つぎのものがある。 111

(1 )生産の集中化一一大生産合同の創出による。

(2) 企業規模の変化

(3) 生産の専門化の水準の変化一ーその型の変化

(4) 労働の技術的装備の上昇

(5) 生産の計画化の方法の発達，生産の計画化と機動的調整の新しい万法の普及一一網状の

計画化と管理，生産の中断のない機動的計画化，生産の自動管理システム (ACY) など。

(6) 生産の物質的・道徳的刺激の形態とシステムの改善

(7) 企業の指導的職員とその下部組織の要員の養成と経験の水準の変化

社会主義工業企業の管理方法を変化させる外的要因としては，つぎのものがある。

(1) 国際状勢の変化

(2) 国民経済全体とその各部門の技術的装備の成長・増大

(3) 国民経済の管理の変化一一一経済政策，地方原理より部門原理への経済管理原則の移行な

ど。

(4) 勤労者の文化的・技術的水準の上昇と共産主義的自覚の向上

社会主義工業企業における管理万法は，生産様式の変化，生産諸力の増大一一それは生産諸

関係に[({接の影響を与える一一ーにともなって変化する。経済社会の歴史的発展段階の特殊性に

もとづいて，管理方法を正しく選択することは，社会主義経済の順調な発展，工業企業の合理的

な運営にとって重要な意義をもち，その不可欠の条件をなす。

社会主義社会の物質的生産力の上昇，国民経済の発展，生産規模の拡大，生産量の増大ととも

に，企業の生産諸関係は複雑化する。また新技術の導入，生産品目の拡大，要員の教育水準の上

昇，物質的福祉・国民生活水準の向上とともに，経済的管理万法の重要性も高まってくる。乙の

方法は， 1965年の経済改革においてノjミされた。従来の行政的管理万法にのみ重点をおくのではな

く，経済的制粁を利用し，経済的刺激制度を適用する経済的管理万法が重要視され，利潤指標が

導入された。

また生産力の発展，生産註の増大，生産の複雑化は，法的，機動的管理万法の適用の拡大をも

たらす。法的管理の重要な基礎となるものが，社会主義国営企業・合同の規程，労働法規である。

さらに機動的生産管理の方法としては，機動的・生産的計画化， ACYII (aBToMaT1I81IpoBaHｭ

Hhle ClICTeMhl ynpaBneHlI゚  npe耳目plIßTlIeM) などがある。

(1) Y rrpaBJIeHHe COIJ;HaJIHCTHqeCKHM rrpOMhlIIlJIeHHhlM rrpeArrpHHTHeM. CrrpaBOqHO-MeTo瓦HqeCKOe

rroco6He. IIo月 pe耳. B. II. MaXHOphlJIOBa. l\HeB, <TexHÎKa:>, 1974, c. 14. 
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5 .管理方法の相互関係

社会主義工業企業における行政的管理方法，経済的管理方法，法的管理方法，社会的・心理的

管理万法，機動的・技術的管理方法などは，相互に矛盾し対立しあうのではなしむしろ逆に，

相互に依存し補完しあっている。たとえば，経済的管理万法の役割が強化されると，行政的管理

万法が不必要になったり，排除されたり，全面的に否定されたりするのではなしそれはなおか

つ作用し利用され，補完的関係にたつ。

法的管理方法も，行政的管理方法と密接に関連している。それはまた経済的管理方法における

計画化，経済計算制の万法とも結びつきあっている。機動的・技術的管理万法は，法的，行政的

(命令的) ，経済的管理方法というまでもなく関連しており，それらの管理方法の具体化である。

生産における科学・技術革命の成果が広範に導入されるにつれて，乙の機動的・技術的管理万

法の役割も増大してくる。

1965年の経済改革においては，行政的管理万法l乙重点をおいて他の方法を過小に評価する管理

方法ではなく，経済的管理万法一一経済的損粁の利用，たとえば，利潤，収益性，価格，信用，

プレミアムなどの経済的範陪のよりよい，より合理的な利用による方法 が重要視されるよ

うになった。しかしそのことは，前者が不必要になることを意味しなかった。もちろん，前者の

みによる，あるいはそれに重点をおいた万法のみでは，管理に限界があり，したがって，経済的栢

粁を利用した経済法則にもとづく管理万法が重要性をもつにいたった。

社会主義工業企業の経営管理においては，たんに行政的・命令的万法によるのみならず，経済

的自立性の拡大，経済的奨励万法，刺激の方法，民主主義的参加と決定の拡大などによる方法が

利用されてくる。それらによって，管理の効率が上昇し，管理が合理化され，官僚主義的傾向が

排除されることになる。いまここでは，まず行政的管理万法の内容について観察し，ついで経済

的管理方法についてその特徴を明らかにすることにしょう。

E 行政的管理方法

1 .行政的管理方法の本質

行政的・指図的管理方法(何MßHHCTpaTHBHO・pacnopHJJ;HTeJIbHhle MeTOJJ;hl yrrpaBJIeHHH) の

特徴は，まず第 11乙管理機関の活動の組織的正確性，正しい規律性，有効性の確保にある。第 2

には，生産活動に必要な秩序を維持し，指導管理機関や指導者の決定，指令，命令，決議を実行

し，採択された決定を実現することにある。(11 したがって，行政的管理方法の適用の目的として

いるところは，企業に与えられた計画課題(長期・短期)の無条件のまたもっとも合理的な遂行

にある。この行政的管理方法によって，企業集団員にたいし組織的，技術的，経済的，社会的課

題が決定される O (2) 

(1) HayQHhle OCHOBhI yrrpaBJIeHHH COIJ;Ha耳目CTH可eCKHM rrpOH3BOACTBOM. M., 8KoHoMHKa, 1978, C. 

128. 

(2) Y rrpaBJIeHHe COIJ;HaJIHCTH可eCKHM rrpOMhlillJIeHHhlM rrpe耳目pHHTHeM. KHeB, く TeXHiKa >, 1974, 
c. 14~15. 
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行政的・命令的管理方法は，経済的管理方法一一それは，管理の客体に間接的に，すなわち，

労働集団，労働者個人の利益を通して作用する方法一一とはことなって，指命的・指図的性格

をもち，直接管理の客体の行為にたしいして作用する。それは，原則として 1 個の有意的解決を

もたらす性質をもっO (l) 

社会主義工業企業の管理の行政的・命令的方法は，管理するシステムと管理されるシステムと

の閣の合目的的な計画的な関係を確立し，上部の管理機関の意思に下部の機関を従属させる有効

な機能をもっており，その機能を確保する方法のシステムである。その方法の種類はきわめて多

く，それには，つぎのものが含まれる。 121

1.要員の選択，配置，活動

2. 組織的基準化(規則化)

3. 組織的計画化

4. 遂行者にたいする課題の設定

5. 組織的教示(司iI令)

6. 組織的命令(指図)

7. 遂行の統制

8. 組織的分析(管理機関の活動と有効性の向上の予備の暴露のための)

9. 組織的設計(管理システムの合理化の主要な方法の一つ)

10. 組織的経験の一般化

以上からも明らかなように，行政的・命令的作用の万法は，各種の万法の総体である。それら

の方法によって，管理の客体と主体との間における具体的な組織的な活動が実現される。

2 .行政的管理方法の特徴

社会主義工業企業における行政的管理方法は，命令的管理万法である。それは，上部の管理機

関あるいは指導者が，企業システムにおける下級機関あるいは各遂行者にたいして，命令でもっ

て作業の遂行を指令する様式である。 131 この場合，上部の管理機関あるいは指導者の行政的活動

は，経済法則の要求にもとづき，管理法則によって規定され，管理原則に違反せず，経済計算制

を基礎にして，科学的でなければならない。社会主義工業企業の生産的・経済的課題を解決する

場合に，指導者の主観的・恐意的態度にもとづく企業管理の行政的(命令的)方法は排除される。

そこでは，ワンマン経営の管理方法は否定される。

社会主義工業企業における行政的管理の特徴としては，つぎのものがある。

(1)生産的・経済的・組織的・技術的・社会的課題の決定によって，管理の客体にたいして直

接の影響・作用を与える。その課題の決定の中には，課題の遂行の順序，遂行の期間，必要

(1) HayqHhle OCHOBhl yrrpaB江eHIIH COIJ; IIa江IICTIIQeCRIIM rrpoII3BO瓦CTBOM. M. , 8RoHoMIIRa, 1978, c. 

128. 

(2) TaM me. c. 128~ 132. 

(3) Y rrpaBJIeHIIe CO司IIaJIIICTIIQeCRIIM rrpOMhlIIJJIeHHhlM rrpe瓦rrpIIHTIIeM. RIIeB，くTeXHiRa:>， 1974, 
c.14. 
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な資材の量と種類，課題遂行の組織的条件が含まれる。

(2) 課題の遂行者にたいして，それは強制力をもっ。またその課題(任務)の遂行者に行動の

2 者択一的選択を許さず，具体的課題の解決・遂行のさいには一義的な性格が予定される。

(3) 命令あるいは指図(指示)には，義務的性格がある。課題が遂行されないと，労働規律の

直接の違反とされ，一定の罰金を支払わねばならないことになる。

社会主義工業企業における行政的管理万法は，命令 (rrpHKaa) ，訪|令 (YKaaaHHe) ，指凶

(pacrropmKeHHe)一一口頭あるいは文書による などの形で行われる。それらは，上部の管

理機関より下部の機関に与えられる。

社会主義工業企業の行政的管理方法は，それが正しく適用され，科学的基礎をもっ場合には，

同時に法的または機動的・技術的方法でもある。たとえば，労働の新しいノルマの導入にかんす

る企業長の命令は，行政的であると同時に，経済的，法的行為である。それは，労働必要量の低

下，労働生産性向上の余力を利用する経済的・技術的行為であれ労働ノルマとしサ経済的・技

術的傾粁を利用する管理万法であり，また労働ノルマ化の領域において企業に与えられた法律に

もとづく法的行為でもある。それはまた法的管理万法としての性格をももっ。したがって，社会

主義工業企業における行政的，経済的，技術的，法的管理万法の聞には，相互に内的な関連があ

る。それらの管理方法は，相互に乙となった内容，性格，形態をもつにもかかわらず，また相互

に密接に結びつきあう関連をもっ。

3 .行政的管理方法の具体的形態

(1)命 ム
廿

社会主義工業企業における行政的(命令的)管理万法の現象形態・手段として，命令，指図，

指示，規程，万法的指示，規則，基準などの区別がある。このうちもっとも重要なものが命令で

ある。命令は，企業の指導者(あるいはその代理)によって出される管理の文書あるいは行為で

あって，その基礎には，つぎのものがある。

(1)政府の決定と命令

(2) 上部機関の命令，指令

(3) その他の法令，規則(省，コンビナー卜，合同の)

(4) 労働法規の規程

(5) 管理過程で採択された決定

それらは，管理客体の活動の方向を規定する。命令は，またつぎの 2 種類に区別される。 111

( a )当座の命令 (TeKYID;He rrpHKaahl) 

この命令は，企業あるいは個人の一定の活動を規制するものであって，それには職務への

任命にかんする命令，要員の更迭，企業の下部機関の大規模化あるいは細分化などにかんす

(1) TaM me. c. 15. 
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るものがある。

(b) 展望的命令 (rrepcrreKTßBHhle rrp゚KaShl) 

この命令は，企業あるいはその下部組織の長期の活動を決定するものであって，たとえば，

企業の作業制度の導入，労働日の秩序，教育の新形態の導入，要員の技能資格の向上などが

ある。

社会主義工業企業においては，企業長が命令に署名し，それが発せられると，その内容は部局

長によって具体化される。たとえば，企業に経済的分析の実験所を創設する命令は，経済部長あ

るいは会計部長によって実現される。企業の設計部あるいは技術部の再編にかんする命令は，技

師長とそれに関連する部局長が具体化する。また個人の更迭の命令(昇進，転任，免職など)は，

要員部長が遂行する。

命令は，一般に期限がつけられている。その遂行期間は明示される。命令にはつぎの内容が含

まれる。

(1)発令となる基礎

(2) 採択された決定の核心の支出 1正確な完式化

(3) 遂行者の指示

(4) 遂行にたいする統制の形態

(5) 有効期間と遂行期間

(II) 指凶 (pacrropHmeHße)

指凶は，命令とはことなって，部分的問題の解決のさいに口頭または文書で発せられ，直接上

部の指導者(企業長，技師長，副企業長，職場長，生産職区の職長)から遂行者に与えられる。

それは，それぞれの権限内に限定されている。 111命令と同じように，指図には，決定の要点が簡

潔に表現されており，遂行者と遂行期間，その遂行にたいする統制の形態が示されている。

(阻)指示 (ßHCTpyK~ßH)

管理の特定領域における活動の実現の秩序と条件を定めた一般的性格の規則を内容とする規範

的文書 (HopMaTßBH副賞 aKT) が，指示である。それには，部門のものと地域のものとがある。

前者は，省，官庁の長(たとえば，ゴスプラン，財務省など)によって与えられ，特定の部門の

すべての企業や機関にとって義務的なものである。後者は，特定の企業の範囲内において作用し，

さらに職務的，方法的，作業的なものに分れる。 121

職務的指示(月OJI阻OCTHhle ßHCTpyK~ßß) は，規範的・組織的性格をもった文書であって，

特定の機能の遂行者の活動を規定する。この指示は，職務の義務を定め，遂行者の作業の内容と

万法を決定する。

方法的指ノJミ (MeTO耳目qeCKaH ßHCTpyK~ßH) とし、うのは，相対的に複雑な重要な技術・経済的

(1) TaM me. c. 16. 

(2) TaM me. 
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課題の決定についての作業の遂行の方法と形態を明らかにしている規範的(標準的)組織的文書

である。たとえば，生産と職場の生産能力の計算と利用の方法的指示，生産にたいする支出の計

画的見積りの作成についての万法的指示，新技術・製造万法の経済的効率の計算についてのそれ

がある。

作業にかんする指示 (pa60QaH 即日TPYKIl;HH) というのは，特定の機能を遂行するオペレー

ショナルな作業の要素の遂行の11頂序を規定するものであって，たとえば，企業の倉庫に納入され

る原材料の質の統制にかんする指示，高価な，きびしく制限された原料の職場への交付にかんす

る指示，必要な資材の作業域への補給の指示などがある。

(町)規定(nOJIOmeHHe) 

これは，各独立した管理機関あるいはその下部組織の活動の構成と制度を規程化した規範的文

書である。この文書の一種が，公務員の仕事上の役割，委任された権限，権利と義務を決定した

公務員の規定である。職務上の指示とことなって，この規定は，行政的権限をもっている指導的

働き手の活動の規則を定めている。 111

(V) 方法的訓令 (MeTOAHQeCKHe YKaaaHHH) 

これは，特殊の目的の任務の統ーによって相互に関連しあう作業の総体を含む規範的文書であ

る。それには，たとえば，企業の技術・生産・財務計画の作成にかんする方法的司11令・指示，計

画化と生産の経済的刺激の新しいシステムへの企業の移行にかんする万法的訓令・指示，企業へ

の自動管理システムの普及についてのそれなどがある。 121

方法的訓令は，万法の総体の各段階の実行の順序を規定するし，各作業の遂行の技術を詳細に

明らかにしている。乙の万法的訓令は，指示や規定と乙となって，原則として推薦的性格をもっ

ている。それは，各部門間，部門，工場の科学・研究所，標準・研究実験所と，他の組織的・経

済的実験所によって作成される。 (3)

(刊)規則 (npaBHJIa)

乙れは，行政的管理の用具として，官庁，施設，企業によって作成され，その目的とするとこ

ろは，一定範囲の作業の遂行の統一性とその総合的計算の可能性を確保することである。たとえ

ば，毎月の報告の書式の記入の規則，交代・一昼夜の課題の記入の規則など。それは，指示とは

ことなって，有効期間の長くない比較的簡単な文書のために作成される。 141

(刊)標準 (HopMaTHB)

これは，企業の労働，財務，原材料の利用に関する管理決定の量的基礎づけのために土台とな

るものであって，その最初の資料，計算上の数量，数学的・経験的式とグラフである。標準(ノ

ルマチーフ)は，労働，原材料，財務のそれに分れ，作業，製品，部品のそれぞれの単位にきめ

(1) TaM iKe. 
(2) TaM iKe. 

(3) TaM iKe. 

(4) TaM iKe. c. 17. 
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られる。また労働者・設備・用具・面積などの利用の単位にたいしても定められる O (1) 

ノルマチーフは，生きた労働と対象化された労働の支出の計画化の基礎であり，計画遂行の統

制と生産活動の分析の点検の基礎となるものである。それは，生産の先進的な技術的・組織的水

準を表現するものであれその陳魔化とともに点検されることを必要としている。

皿 経済的管理方法

1 .序

社会主義工業企業の経済的管理方法に二つのものがある。 121 その一つは，直接的な方法であり，

他の一つは間接的万法である。前者は，経済過程に関係する者に直接作用するものであり，後者

は，間接的lこ作用する。すなわち，前者は，物財，労働力，資金の直接的分配にもとづく経済的

計算を内容とする。後者は，商品・貨幣関係の利用にもとづく経済計算制 ( X03雌CTBeHHbIH

pac司eT) である。

直接の経済的計算と経済計算制 (X03paCQeT) とは，その性格，内容をことにしている。前者

は，経済的細胞の計画化と統制のための指令指標の制定にもとづいて実現されるものであり，後

者は，生産的・経済的，商業的・販売的活動の経済的刺激にもとづくものである。すなわち，長

期lこ作用する経済的ノルマチーフのシステムの制定，物質的刺激，奨励，罰金のシステムの利用，

信用と財務(融資) ，経済的に基礎づけられ価格 それは，必要な方向に経済的・技術的に発

達することを援助する役割をもつ を基礎としている。

2 .直接の経済的計算の方法

直接の経済的計算の作用のメカニズムは，経済の中央集権的な計画的な管理の要求によって規

定される。このメカニズムの前提をなしているのは，国民経済，各部門，企業の計画の最適なバ

リアントの選択，この計画案に照応する資源の分配，物質的・技術的調達の問題の決定，社会的

分業，集中化，専門化，協業化，結合化の問題の解決，科学と技術の進歩の必要テンポの制定，

全社会的生産の効率の向上である。

中央集権的計画的指導は，経済的指標の統一的なシステムを予定している。この指標は，計画

課題に表現される。経済的指標のシステムは，総体において統一的な中央集権的政策を実現し，

全社会的生産，部門，地域の最適の発展テンポを定め，企業の利益と国家の利益，個人の利益と

社会の利益とを結合させる。

経済的指標には，指令的なものと計算的なもの，現物形態と価格形態，量的なものと質的なも

のがある。 131 またそれには，機能的任務を表現する計画的・計量的・計算的指標，調整的指標，刺

(1) TaM me. 

(2) HayQHhle OCHOBhl ynpaB耳eHMH COIJ;MaJIMCTMQeCRMM npoM3BO耳CTBOM. M. , 3RoHoMMRa, 1958, 

C. 118~119. 

(3) 経済的指標の，(f細については，つぎを参照せよ。そこでは，生産物の品質，新技術の経済的効率，労

働組織，労働生産性，生産の咋門化，協業化，結合化，集中化，生産能力，基本建設，流動フォンド，
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激的指標がある。原則として，経済的指標は，それぞれ固有の性質をもっと同時に，上記のいく

つかの性質を含む。たとえば，実現生産高の指標 (nOKaaaTeJIb < 06'LeM peaJIHsyeMo賞 npo・

瓦yKIl;HH> )は，同時に指令的，量的，刺激的指標である。経済的指標の具体的なシステムを作

成するさいには，各指標の特性，その機能的・経済的役割を考慮する乙とが必要とされる。

ソ連では1978年当時の生産管理システムにおいて，企業と合同にたいし，つぎの指令的・経済

的指標が定められていた。 111

(1)実現生産物の総量

(2) 現物指標での重要品種の生産物の生産(輸出用生産物を含む。)

(3) 利潤総額と収益性，生産原価の引下げ

(4) 国家予算への納入額と国家予算よりの支出額

(5) 労働生産性の向上

(6) 新製造工程，生産の総合的機械化と自動化の修得の課題

(7) 中央集権的基本投資の量(それには，建設・組立作業量が含まれる。)

(8) 中央集権的基本投資による基本フォンドと生産能力の稼動への移行

(9) 上部機関に引渡される原材料，設備の納入量

最近では，実現生産高の指標に代って，標準純生産高 (HopMaTHBHaH 四CTaH npo瓦yKIl;HH ，

H屯1) の指標が導入されている。 121

企業と合同は，上記の指令指標のほかに，いくつかの計算指標(内部用)をもっている。それ

は，指令指標の基礎となるものであり，特殊性をもっている。計算指標は，生産内経済計算の組

織化のためにも利用される。

原材料・燃料・電力利用などの物的支出，従業員数，労働時間フォンド，原価，利潤，収益性，資源保

護などにかんする工業，工業企業合同の数百の指標が示されている。E. K CMlIpHlIIJ;KlI函， 8ROHOMllQeｭ

CKlIe nOKaaaTeJIlI npOMhIIIIJIeHHocTlI. 2 -e lI a耳.， nepepa6. 1I Aon. M., 3KoHoMlIKa, 1980, 432 c. 

r. .R. 1\1InepMaH, 3KOHO阻円eCKlIe nOKaaaTeJIlI npOMhIIIIJIeHHhIX npe耳npllHTlIii: 1I o6'be耳目HeHlI量.

M., <CTaTlIcTlIKa >, 1974, 287 c. r. H. 1\1InepMaH , CTaTlIcTlI司eCKlI e nOKaaaTeJIlI npOMhIIIIｭ

JIeHHo゚ npo瓜yKIJ;lIl1 1I lIX cOBepmeHcTBoB8HlIe. M., <CT8TlICTlIK8 >, 1980. 296 c. IIoK8a8TeJIlI 

OIJ;eHKlI AeHTeJILHOCTlI npOMLImJIeHHhlX npeAnpllHTlI賞. IIOA peA. B. M. I¥JIeIJ;KOro. MlIHCK. 

<HayKa 1I TexHlIK8>, 1977, 232 c. B. M. I\OIIIRlIH, E. T. rall耳8p ， φ. C. KOBaJIeB, OIJ;eHO干

HhIe nOK8a8TeJIlI B ClICTeMe xoapac司eT8 npe耳npllHTlI盟. M., 3KOHOMlIK8, 1980, 136 c. M. A. 
IIorocoB, CTOllMocTHhIe nOKaa8TeJIlI npOMhImJIeHHOii: npo瓦yKIJ;lIl1. M., CT8TlICTlIK8, 1967, 128 c. 

B. B. MapThIHoB, CBOAf王hIe 3KOHOMl円eCKlIe nOKaaaTeJIlI cTpaH COIJ;lIaJIlIaMa. (MeTo瓦hI lICQllCJIeｭ

HlIH). M., CTaTlIcTlIK8, 1971, 187 c. 

(1) H8yQHhIe OCHOBhI ynpaBJIeHlIH COIJ;1I 8JI lICTlI司eCKlIM npollaBo瓦CTBOM. M., 3KOHOMllK8. 1978, c. 

120. 

(2) fI 982年の半ばl乙，標準純生産高の指標は， 16， 200の工業企業と合同一一←それは，工業生産物最の

36% を占める に適用された。J (A. K. CeMeHoB, HopMaTlIBHaH 可lICT8H npoAyKIJ;lIH II npolla-

BOAlITeJILHOCTL Tpy瓦8. M., <H8yK8 :>, 1984, c. 39. 
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3 .経済計算制

経済計算制は 11)社会主義経済のもとでは内在的な固有のものとしての性質をもっている。企

業は国民経済の不可分の構成部分であると同時に，経済的関係において相対的に独立した環であ

る。それゆえ，企業の経済的活動の中央集権的計画的指導・管理は，その広範な自主性と結合さ

れる。その自主性は，経済計算制に表現される。すなわち，国民経済の最初の環の相対的独立性

は，経済的関係が経済計算的なものになる客観的基礎である。 121

経済計算制の主要な要求は，支出と生産の結果との比較，すなわち，生産的費用を自己の収入

によって補填し，生産の収益性を確保することである。この経済計算制の管理方法としての役割

は，次第に増大しつつあり，企業の経済計算の強化は，主要な課題のーっとされている。その点

で重要な意義をもつのが，生産的・経済的問題の機動的解決のさいの企業権限の拡大，企業活動

の結果へ職場・職区が参加する程度を決定する指標システムの改善である。

企業聞の経済計算的関係の強化の本質的要因は，経済契約一一それは，生産物の納入の側の

権限と義務を決定する の役割の強化であれ 131 また契約義務の非遂行にたいする企業の物

質的責任の向上である。損害補償金や契約不履行の罰金の支払は，契約不履行の企業の経済的活

動の結果というまでもなく関係している。

経済計算制の発展は，部門のシステムの中で，合同の創出をもたらした。 141生産合同は，国民

(1) 経済計算制については，ソ連では古くから研究されている。その主要な文献としては，つぎのものが

ある。 H.C.CnHpH月OHOBa， X08fIßCTBeHHhI鼠 paCqeT B HOBhIX yCJIOBHfIX ynpaBJIeHHfI npOMhIWｭ

瓦eHHOCTbIO. M.、目明-BO MOCKOBCKOrO yHHBepcHTeTa. 1961, 512 c. そこでは，経済計算制の本質，

社会主義的生産関係の要素としての経済計算制，経済計算制の組織，社会的生産の計画的管理のシステ

ムとしての経済計算制，計画的釣り合いのとれた発展の法則との関連，工業における専門化，協業化と

の関連，社会的労働の節約の物質的刺激のシステムとしての経済計算制，管理の経済計算的システムと

賃金組織との関連，社会主義的拡大再生産の計画的組織化のための価値法則の利用の科学的システムと

しての経済計算制，工業生産物の価値と原価の引下げの方途，流動資金の改善，工業における経済計算

制の強化の要凶としての価格，総収入の生産と分配，経済計算的企業と国家との経済的関連，企業の収

益性との関係の広範な問題が究明されている。なお，経済計算制とルーブリによる統制の問題について

は， lf. A. Y caTOB, X08fI賞CTBeHH副賞 paCqeT H KOHTpOJIb py6JIeM B npoMhI皿JIeHHOCTH. M., 

くφHHaHChI>， 1968. 232 c. を参照せよ。そこでは，基本フォンド，流動フォンドの経済計算的な組織，

生産フォンドの循環過程における財務統制，生産原価，価格，利潤の諸問題が解明されている。

(2) HayqHhIe OCHOBhI ynpaBJIeHHfI COQHaJIHCTH司eCKHM npoH8BoACTBOM. M., BKOHO阻ma， 1978. 

C. 121. 

(3) 経済契約と経済的管理の問題については， B. B. PaKHTcKH白， φOpMhI X08冗恥TBeHHoro pyKOBO月・

CTBa npeAnpHfITHfIMH. M., <HaYKa >, 1968. (第 5 章) 196 c. を参照せよ。

(4) 合同の管理，組織，生産，労働，賃金，原価，収益性，利潤，経済計算制，財務，経済的刺激，経済

的分析，生産集団の社会的発展，社会主義競争などについては， CnpaBOqHOe noc06ße 耳目peKTopy

npOß8BO耳CTBeHHoro 06もe耳目HeHß fI (npe瓦npß fIT沼冗) (ílKoHoMßKa, opraHß8aQßfI, nJIaHßpoBaHße, 

ynpaBJIeHHe). B 2 -XT. T. 1. IIo月 pe耳 r. A. ErHa8apfIHa ﾟ A. 耳. IIIepeMeTa. M., 
くBKOHOMßKa> ， 1977.518 c. T. II. また，その計画化については， r. H. I\HnepMaH, A.lf. PoroB, 

B. C. Cß80Ba, IIJIaHßpoBa即時耳efI TeJIbHOCTß npOMhIWJIeHHhIX 06'LeAßHeHßß. ,. M.,' BKOHOMßKa, 

1974, 143 c. にくわしい。なお，合聞については，つぎのものがある。 B. B. 耳eMeHQeB， P. 耳.



166 企業管理の万法

経済の工業部門とその他の部門の管理の基本的な経済計算的環である。それは，小企業では遂行

できない多くの機能を遂行する。この機能l乙は，生産物にたいする知期・長期の;JJ要の研究，新

製品の創出とその製造過杭の改善についての科学・研究・実験活動の組織化，分業と生産の専門

化の優位性の実現，経済情報その他の情報の自動化された作成過程の実現などがある。

生産合同 l乙は，したがって経営の改善，それにもとづく生産効率の向上のために，経済計算制

の権限が拡大化される。このために重要な意義をもっているのが，生産合同とその構成l乙入る生

産単位企業との聞の経済計算上の権限の合理的な相互関係である。合同における生産単位体

(rrpOH3BO瓦CTBeHHaH e瓦HHHu; a) は，つぎの権限をもっ。

(1) 基本的・流動的手段，労働力，原材料の管理・使用

(2) 生産合同(コンビナート)の決定にしたがって，経済契約の締結，合同に入る責任

(3) 物質的奨励フォンド，社会的・文化的方策と住宅建設フォンドの一部，また合同の指導に

よって決定される生産発展フォンドの一部の受入れ

(4) 自立的バランスの所有

(5) 他市にある生産的単位体は，国立銀行に口座勘定 (TeRY四凶 CqeT) を聞くことができる。

また合同の許可をえて，計算勘定 (paCqeTHhlß CqeT) を聞くこともできる。

国家予算とのすべての計算，信用関係，賃金フォンドの支出と経済的・財務的活動にたいする

銀行の側からの統制は，生産合同ごとに全体として行われる。それは，合同の生産単位の所在地

点lこ依存しない。

生産合同は，国民経済の再生産過平日において単一の被合体として現れる。それは，完全な経済

計算制にもとづいて活動する。合同の生産的単位体は，その主要な課題として，内部経済計算制

にもとづく生産的・技術的職能を実現する。

自立的単位体として合同の構成l乙入る企業は，社会主義国営生産企業の規程によって定めら

れた権限を行使する。がしかし，その自立件は，経常的活動の枠内に制限されている。この企業

の長期的な基本的発展は，省と合同の水準で，企業の参加をえて決定される。

BHHOKyp, X03paCqeT H 今日HaHChl rrpOH3BO瓦CTBeHHhlX 06'b e瓜HHeHH鼠. M., く①HHaHChl >, 1971. 

f. A. 耳lKaBa江OB ， 8. TI. 耳yHaeB， TIpOH3BO瓦CTBeHHhle 06'be耳目HeHHH H X03pacqeT. M., くMoc
KOBCKH誼 pa60qH薗 >.1971. A. H. ,D;YMaQeB, X03paCQeTHhle 06'be耳目HeHHH B rrpOMhlillJ1eHHocTH. 

江， JIeHH3AaT, 1972. 旧. RaJ1 HHHQeHKO, C. JIOKOTb, X03paCQeTHhle rrpOMhlillJ1eHHhle 06'beAHｭ

HeHHH H HX pOJ1b B cOBepilleHcTBoBaHHH yrrpaBJ1eHHH rrpOMhlillJ1eHHOcTbIO. RHeB, -< 3HaHHe >, 
1970. 11. C. RaJ1HTa, f. 日. MaHI~ypoB ， COQHaJ1HCTHQeCKHe rrpoH3Bo瓜CTBeHHhle 06'be耳目HeHHH.

1972. 江. A. HaRoHe可HaH ， B. A. 耳eHHceHRO ， X03paCQeT B 06'beAHHeHHHx. POCTOB・ Ha-且OHy ，

1972. f. M. TIhllKeR, TIyTH cOBepilleHcTBoBaHHH opraHH3aQHH yrrpaBJ1eHHH rrpOMhlillJ1eHHhlMH 
06'be耳目HeHHHMH. M., く 3HaHHe >, 1971. H. f. lJyMaQeHRO, B. R. MaMYToB, B. M. EHpeH・

6eprH 瓦p.Pa3BHTHe rrpoH3Bo瓦CTBeHHhlX 06'beAHHeHHM B rrpOMhlillJ1eHHocTH. Borrpochl TeopHH H 

rrpaRTHRH. TOM rrepBbI菌， OpraHH3aQHH rrpoH3BoAcTBa H yrrpaB江eHHH. RHeB. HayRoBa 瓦yMKa，

1983. 231 c. TOM BTOpOM, 8RoHoMHRa rrpoH3Bo耳CTBeHHhlX 06'be瓦HHeHH首. 1983, 311 c. A. f. 

OMapOBCRH菌， 8RoHoMHRa rrpoH3Bo瓦CTBeHHhlX 06もe耳HHeHH鼠. M., 113月・BO MfY, 1984, 248 c. 
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生産管理の経済的メカニズムの改善のために大きな意義をもっているのは，企業の経済計算制

の発展にもとづく部門の経済計算制のシステムへの経済計算制の垂直の結合の拡大である。この

ために，すべての環，すなわち，部門，工業合同，生産合同，企業とその内部の下部組織，部門

の科学・補給機関と企業の経済計算制が統一化される。

部門経済計算制においては，利潤によって部門の全支出が完全に支弁される。この支出には，

FI学の発展，社会的・文化的方策，基本投資，部門の管理にたいする支出などが含まれる。支出

を支弁した残りの利潤は，国家予算lこ繰入れられる。ソ連では， 1970年 7 月 1 日より，省は国家

予算の資金をことわって，独立採算制(caMooKynaeMKOCTb) に移行した。 11) 

ソ連では，企業，合同，省がそれぞれ経済計算的に活動し，それらの組織は，経済計算制の全

システムのー構成部分として，相互に密接に関連しあっている。それらの経済計算制は，それぞ

れ孤立してはし、ない。

社会主義工業企業における管理の経済的万法が発達するにつれて，企業と上部の管理機関との

聞の相互関係の性格，内符も変化する。すなわち，上部の指導的経済的管理機関と企業との相互

関係において，前者は権限をのみもち，後者はたんに義務をのみ負うという慣行，理解は拒否さ

れてくる。経済的管理万法が発達し，工業に経済計算制が普及するにつれて，相互の権限と義務

の制定，企業と工業その他の国民経済の部門の指導機関の責任の向仁が要求される。

経済計算制が有効に機能するためには，企業・合同の生産的・経済的活動にたいする経済的刺

激のシステムが完備されていなければならない。もしその制度が弱体であるならば，経済計算制

のシステムも効果的に作用することができない。この場合，社会全体と各生産集団(労働集団)

と各個人の 3 者の経済的利益を結合するように刺激制度が構成される。

4. 価格一一ー管理の経済的横粁

現在ソ連では，企業の経済的自立性( XOBH恥TBeHHaH caMoCTOHTeJIbHOcTb) が拡大され，そ

の経済活動を規制する余分な持品!が排除され，生産管理の局面において，価格 121利潤，収益性，

信用などの経済的傾杵と刺激の利用の役割が再しく高まりつつある。

価栴は，社会主義経済のもとにおいては，生産効ネの向上と科学的・技術的進歩の促進を刺激す

る基本的な経済的制粁の一つである。 (31価栴を媒介l乙して物質的関心にたいする作用が可能にな

る。またそれを通して，生産集団の活動にたいしても路響を与えることができる。価値の貨幣的

(1) Hay可Hhle OCHOBhl ynpaB瓦eHHH COI(HaJIHCTHqeCKHM rrpOHBBOACTBOM. M., 8KoHoMHKa, 1978, 

C. 124. 

121 ソ連の共体的な価栴形成5とについては， A. H. MaJIatþeeB, M CTOpHH I(eHo06paBOBaHHH B CCCP 

(1 917~1963 rr.). M., く MhlCJIh ::>, 1964. を参照せよ。

(3) 生産効率と価絡の関連についてはIJ;eHa H 3ややeKTHBI王OCTh rrpOHBBO瓦CTBa. 110瓦 peA.φ. A. 
耳pOHOBa. MH. , HayKa H TeXHHKa, 1979. にくわしい。価格は r社会的生産の結果の測定の用具」

であり，また生産効率の変化は，価格l乙彩響を与える。 (TaM me. c. 13) 
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表現である価格は，国民経済の計画化と管理の用具である。(1)

社会主義国民経済における管理の伝粁としての価格には，つぎの基本的機能，すなわち，計画

的・計測的機能，刺激的機能，分配的機能がある。 (2)

(1) 計画的・計測的機能 (rrnaHOBO-ß3MepßTenbHaH 骨'yHR~ßH)

この機能は，社会的に必要な支出の測定・計算とそれにもとづく計画価栴の制定にある。社会

主義経済のもとでは，価終は，計画的n買をもち，価格の規制は国家によって行われる。それは，

社会の特権と考えられている。最近ソ連では，価格を社会的に必要な支出の水準l乙照応するよう

に，すなわち，価値l乙近づ‘くようにされる。その乙とによって，価格は利潤指標の利用を改善し，

企業の経済計算的活動の発展のための条件を創出することを促進する。価格は，社会主義経済管

理の重要な栢村:である。それは，たんに受身的な役割を果すfごけではなく，砧極的な刺激的作用

を与える。

(2) 刺激的機能

社会主義の計画経済の条件のもとでは，企業や合同が科学的・技術的進歩の促進羽生産物の

品質の向上， (4)生産費の引下げに関心をもつように価格や価格聞の相互関連を決定することがで

きる。それは，社会主義的商品生産者である企業や合同にたいして，追加的な計画的制粁として

の役割を果す。 (5)

(1) ，-価格は，社会主義経済の計画的管理l乙必要な用具である。J (8. II. 耳目司eHKO， IIpo6J1eMbI nJlaHO-

Boro n;eHoo6paaoBaH゚H. M., <HayKa >, 1974, c. 28) 

(2) ，-計画経済の条件のもとにおいては，価格はつぎの機能，計画的・計算的 (nJl aHOBO-Y'IeTHaH) ，刺激

的 (CTßMYJllIPYIDm;aH) ，再分配的機能 (nepepacnpeAeJlllTeJlbHaH や，YHKn;lIH) を遂行する。J (IIJlaｭ

HlIpOBaHlIe n;eH. IIoj:¥ pej:¥. B. E. EClInoBa. M., <BwcillaH illHOJla >, 1982. c. 13-14) なお，

社会主義経済における価格の機能と役割については， B. II. 耳bH司eHKO ， IIpo6J1eMw nJlaHOBOro n;eHO-

06paaOBaHlIH. M., < HaYKa >, 1974, c. 46-53 を参照せよ。 そ乙では，価格のもつ 3 つの機能とと

もに，計画的計算と刺激の用具としての役割の強化， 計画化と経済管理の積極的損粁としての価格シス

テムのより完全な利用について述べられている。なお， JI. M. KaHTop, UeHoo6paaoBaH゚e B CCCP. 

M.，加OHOMßKa， 1964. においても，その官頭において，社会主義社会において価格が大きな役割を演ず

る乙とが指摘されている。 (C. 5 - 8) さらに価格の 3 つの機能については， A. r. 3aBbHJIKOB, UeHhI 

ﾟ n;eHoo6paaoBaH゚H B CCCP. MlIHCK, <BWill3ßill. 盟国oJl a >, 1976, c. 10-15. JI. 11. Ma並aeH6epr，

IIpo6JIeMbI n;eHoo6paaoBaH゚H B p88B゚TOM COn;lIaJlllCT゚'IeCKOM o6m;ecTBe, M., 3KoHoMlIKa, 1976, 
c. 31-34, c. 107-121 を参照せよ。

(3) UeHw 1I CT゚MyJI゚poBaH゚e HaY'IHO・ TeXH lI'IeCKOrO nporpecca B con;゚aJI゚CT゚'IeCK゚X CTpaHax. 

M., 3KOMO岨ma， 1973. を参照せよ。 そこでは， C3B 諸国(ハンガリー，ブルガ、リア， ドイツ民主共和

国，ポーランド，チェコスロパキア，ソ連，ルーマニア)における事例が分析されている。

(4) 生産物の品質向上を刺激する価格の役割については， A. H. IIIKJlHpllK, COBepilleHcTBoBaHlIe n;eHO-

06paaOBaH゚H Ha TOBaphl Hapo瓦Horo nOTpe6JIeH゚H. CBonpochI MeTO瓜OJIorßß ， npaKTßKß, 
MeTOj:¥゚ K゚  n;eHoo6paaoBaH゚H Ha npo瓦yKn;ßID JIerKOa npOMWillJJeHHocTß) , MßHCK，くHayKa ﾟ 

TeXHlIKa >, 1976, c. 19-37 を参照せよ。そ乙では，織物企業，縫製工業，製靴工業における例が示さ
れている。

(5) ，-卸売価格のもっとも重要な機能は，技術的進歩と生産物の品質の向上の刺激である。J (江. 11. IIIeB-

'IeHKO, UeHa ゚  CT゚MyJI゚poBaH゚e npoßaBo瓜CTBa ﾟ np゚ MeHeH゚ H HOBO直 TeXHßKß. KßeB, <Hayｭ
KOBa j:¥yMKa >, 1976, c. 11) 
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価格のこの刺激的機能は，より高い水準の収益性をもった価格の計画化や基本的価格にたいす

る割増と割引のシステムを通して実現される。したがって，この場合に，価格は価値より離れ，

割増のときには，追加的利潤が含まれることになる。(1)そのさし、には，限界価格の科学的設定が必

要となる O (2) 

価格の刺激的機能には，そのほか勤労者の物質的生活条件の改善がある。それは，消費財の価

格の引下げのさいに現れる。この価格引下げは，勤労者の実質賃金を上昇させ，食料品，文化的

生活用品の需要を拡大させる。この場合，日常消費用品，たとえば，パン，穀物，馬鈴薯，野菜

などの生活に第 11乙必要な消費資料にたいして，特別に低い価格水準が設定される。 (3)それは，生

活水準の安定をもたらす。

(3) 分配的機能

社会主義経済のもとで，価格は計画によって利用され，国民所得の分配と再分配の手段として

役に立つ。価格を通して，利潤と取引税が実現される。価格に含まれる利潤と取引税の額と率の

計画化によって価格の再分配の機能が実現される。それはまた国家予算に入る集中化された総収

入の形態で実現される。

取引税は["""国民所得分配の最初の形態}4)で、ある。しかしそれは，その経済的内容からいって

価格形成の主要凶ではない。それは，計画価格の形成において副次的役割を果すものでしかない。 (5)

これら 3 つの価格の機能は，お互に切りはなされないで，密接に関係しあっている。 (6) その相互

作用のもとにおいて，生産の経済的管理システムの運営がなされる。ここで経済的用具としての

価格は，その重要'V/:，役割がとくに最近高まりつつある。価格は社会的に必要な労働支出を表現

し，標準的l乙活動している企業にとって生産費，流通費を補填し，一定の利潤を保証するもので

あることが必要とされている。

利潤と収益性が，部門，合同，企業の経済活動の指令的評価指標となるためには，生産物の価

格が社会的に必要な労働支出を表現することが必要である。もしそうでなければ，利潤も収益性

も企業活動の現実を正しく示さないことになる。したがって，この点よりして価格形成の問題，

とくに価格の安定性をその弾力性( rII6KOCTb) と機動性(MaHëBpeHHOCTb)と結合することが

(1) TaM me. c. 14. 

(2) TaM me. c. 16. 

(3) JI. M. l\aHTop, IJ;eHo06paaoBaHlle B CCCP. M., 8KoHoMIIKa, 1964, c. 25. 

(4) Teopll゚ II MeTO瓦OJIOrllH nJIaHOBOro ~eHooõpaaoBaHIIß. ITo瓦 pe耳. JI. M. l¥aHTopa. M., 
<MbICJIb:> , 1976, c. 205. 

(5) JI. 11. 凹eBQeHKO ， YKaaaHHa゚  pa60Ta. c. 14. ソ連では， 1980年当時の取引税の小売価格l乙占める

比ネは11%，利潤は13%，工場原価は60.5%，総原価は65%，企業卸売価格は 78% ，工業卸売価格は

91. 5%である。(IIJIaHllpOBaHlle ~eH. 1982. c. 185) 

(6) ITJIaHoBa゚ ~eHa: ee npllpo耳a II llcno耳目aOBaHlle npll CO~llaJIllaMe. IToA pe月. E. C. ropo月el

~Koro II M. l111preca. BpaTllc江 aBa : ITpaB耳a M., 8KoHoMllKa, 1980, c. 81. 
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重要な意義をもってきている。価格形成を正しく解決する乙とは，基本的な経済計算制の原則で

ある独立採算制(caMooKynaeMKOCTb) と合同・企業の経済的自立性 (caMOCTOHTenbHOCTb) ，高

品質の新製品の製造，科学的・技術的進歩への合同と企業の関心の向上の基本原則の強化と発展

のための必要な前提をなしている。

価格が管理の経済的制朴の役割を遂行し，生産者を有効に刺激し，生産の収益性を確保するた

めには，費用を補填し，ある程度高くなければならないが，それと同時に，それは需要者のため

にも有利な条件を作り出す乙とが必要である。たとえば，科学的・技術的進歩を促進する場合に

おいては，企業が高度の質をもった新技術の製品を製造する関心を高めるために，ソ連では1973

年から高級品の質をもった生産物の卸売価格にたいして，奨励的な割増と 2 級品にたいする割引

が制定された。割増も割51 も計画では考慮されないのであるが，その計画の遂行の結果の計算の

場合には考慮される。乙のようにして，価格の調節者としての割増の導入は，価格の刺激的役割

を強化する乙とになる。 (1)

5. 利潤と収益性

利潤は，社会主義工業企業の管理の経済的方法を実現するさいに重要な役割を果す。 121 したが

って，それは，管理の経済的似粁の体系において重要な地位を占める。利潤は，まず第 11乙，生

産フォンドとの関連において収益性として企業活動の評価のもっとも重要な総合的指標をなす。

第 2 IL.，利潤は，企業と合同の経済的刺激フォンドの形成の源泉をなしている。したがって，利

潤は，評価的機能と刺激的機能との両者を遂行する。利潤の水準とその本は，合同と企業の活動

の有効性(吟争eKTHBHOCTb) を示す。生産管理の経済的街中Fとしての利潤の利用は，企業合同の

活動の条件，すなわち，その活動の改善に関心をもたせる条件を作り出すことを前提にしてい

る。 131

(1) HayllHLIe OCHOBLI ynpaBJIeHo゚ COD;OaJIOCTOlleCKOM npoo3Bo耳CTBOM. 1978, c. 126. 

(2) YnpaBJIeHOe COD;OaJIOCTO哩eCKOM npOMLIumeHHLIM npe瓦npOßToeM. KoeB, <:TexHiKa::> , 1974, 
C. 99. 

(3) なお利潤については，つぎを参照の乙と。 B. H. CKypaToBoll, BonpocLI np06LIJIO npOMLIWJIeHｭ
Horo npeAnpo゚To゚. MOHCK, <:HayKa 0 TexHoKa::>, 1981. 231 c.φaKTopLI pocTa np06LIJIO 0 

MÐTO耳目 ox aHaJI03a. M., <:φOHaHCLI::> ， 1977. II. H. iKeBTßK, B. H. KOJIeCHOKOB, IIpo6LIJIb 

B COD;OaJIOCTO司eCKOM pacW p゚eHHoM Bocnpoo3BoAcTBe. M., <:φOHaHCLI::> ， 1976. C. A. COTapßH, 
IIpo6LIJIb : aKTyaJIbHLIﾐ acneKTLI. M., <:3HaHoe::>, 1976. B. M. AranoBa, IIpo6LIJIb B 3KOHOｭ

M゚ lIeCKOX OTHoweHOßX ∞D;OaJI03Ma. M., <:HaYKa::> , 1974. Autorenkollektiv, Gewinn in 

der volkseigenen lndustrie. Verlag Die Wirtschaft, Berlin 1968. IIpo6LIJIb B 

∞D;OaJIOCTOlleCKO並 npOMLIWJIÐHHOCTO. M., <:(OHaHCLI::> , 1970. P. r. Kapare月OB， IIpo6LIJIb 

B COCTeMﾐ 3KOHOM゚ lIeCKOX KaTeropo並 COD;OaJI03Ma. M., <:MLICJIb::> , 1964. B. C. .HoKOJIaeB, 
H. .゚ IIeTpaR'oB, C. H. JIYWOH, IIpo6LIJIb 一一一 3KOHOMßlIeCKaß KaTeropo゚  COD;D;a再現3Ma. M., 
<::3KoHOM K゚a ::>, 1966. P. r. KaparÐ瓦OB ， X03paClIeT, 3紳eKTOBHOCTb 0 np06LIJIb. HOBOCo6opCK, 
<:HayKa ::>, C060pCKOe OT瓦eJIÐHOe ， 1979. 月.且. KOHApaweB, r. 耳. KOHApawoB, IIpo6LIJIb, 
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f'，記のすべての経済的管理万法は，一つのシステムを構成する。その有効な利用は，発達した

社会主義社会の経済メカニズムの最適の機能化の基i還をなしている。

耳eHa， X03pa凹eT. M., <:MhICJIh:> , 1969. 回. KOHCTaHTl'lHOB, ITJIaH, np1'l6hIJIh, l'lHl'lD;l'laTl'lBa. 

M.，くφl'lHaHChI :>, 1966. 11. B. Moma誼CKOBa， Ce6eCTOl'lMOCTh, np1'l 6日高h， npeMl'lH. M., <:8Koｭ

HOMl'lKa:>, 1964. B. 11. ITeTpoBa, Cl'lCTeMHhI並 aHaJI 1'l 3 np1'l 6hI証l'l. M., <:φl'lHaHChI:>， 1978. r.B. 

Ba3apOBa, ITp1'l6hIJIh l'l x03pac哩eT B yCJIOBl'lHX Hay'lHo・ TeXHl'l可eCKoro nporpecca. M., <:φ盟国

HaHChI:>, 1974. O. 11. TapHOBCKl'lR, ITp1'l6hIJIh l'l ee l'lCnOJI1'l30BaHl'le. M., <:8KoHOMl'lKa:> , 1966. 

利潤と収益性については，つぎを参照せよ。

AHaJI1'l3 peaJIl'laaD;l'll'l, np1'l6hIJIl'l l'l peHTa6eJIhHOCTH npOMhImJIeHHhIX npeAnpl'lHTl'l並. M l'lHCK, 

<:BeJIapych:> , 1977. B. φ. KOTOB, ITJIaHl'lpOBaHl'le peaJI1'l3aD;1'l1'l npo瓦yKD;l'll'l np1'l6hIJIl'l l'l 

peHTa6eJIhHOCTl'l B npOMhImJIeHHOCTl'l. M., <:8KOHOMl'lKa:> , 1969. B. IT. KonHHeB, MeToAhI 

aHaJI1'l3a np1'l6hIJIl'l peHTa6eJIhHOCTl'l npe耳npHTl'l誼. M. ， <:φ l'lHaHChI:>， 1969. r. R. KnnepMaH, 

PeaJI1'l3aD;l'lH, np1'l6hIJIh, peHTa6eJIhHOCTh・ M.，くCTaTl'l CT l'lKa:> ， 1968. 耳. C. MOJIHKOB, ITpl'l・

6hIJIh peHTa6eJIhHOCTh npOMhImJIeHHOrO npe瓦npl'lHTl'l H. M., <:φl'lHaHChI:>， 1967. ITp1'l6hIJIh peHｭ

Ta6eJIhHOCTh B yCJIOBl'lHX XO閥的TBeHHO血 peやOpMhI. M.; <:φl'lHaHChI :>, 1968. 
なお，収益性については，つぎのものがある。

3. B. ATJIac, B. R. l1oHoB, 8紳eKTl'lBHOCTh np01'l3BOACTBa l'l peHTa6eJIhHOCTh npe耳npl'lHT同.

M., <:MhICJIh:> , 1977. r. K. Bo6hIJIeB, B. 11. qenJIaHOB, M. K. COpOKl'lHa, IToBhImaHl'le peHTa・

6eJIhHOCTl'l np01'l 3BO月CTBa B '1epHO誼 MeTaJIJIyprl'l. M., <:MeTaJIJIyprl'lH:> , 1976. M.I1. BaKaHoB, 

PeHTa6eJIhHOCTh TOprOBJIl'l l'l pe3epBhI ee nOBhImElHl'lH. M., <:8KoHOMl'lKa:>. 1978. B. H. Macｭ

JIeHHl'lKOB, B. M. AcþpeMoB, 8KOMO阻'1eCK l'l e MeTOAhI onpe瓦eJIeHl'lH peHTa6eJIhHOCTl'l B 

npOMhImJIeHHOCTl'l. M., <:φ l'lHaHChI:>， 1975. H. R. ITeTpaKoB, PeHTa6eJIhHOCTh l'lD;eHa. M., 

<:8KOHOMl'lKa:>. 1964. B. H. Bo泊TOJIOBCKl'l誼， JI. r. 3BepeB, PeHTa6eJIhHOCTh npOMhImJIeHHOrO 

npeAnpl'lHTl'lH. JI., JIeH1'l3AaT, 1961. P. 11. 耳Ml'lTpl'leBa ， PeHTa6eJIhHOCTh npOMhImJIeHHOrO npe瓦

npl'lHTl'lH l'l nyTl'l ee nOBhImElHl'lH. M., rOCnJIaH1'l3AaT, 1960. M. CaKoB, X03paC'IeT l'l peHTa-


